
今後の若年者雇用に関する研究会報告書の概要
～コロナ禍を受けて社会・産業構造が変化する中での若年者雇用の当面の在り方について～

○ 若者雇用促進法に基づく各仕組みの効果的改善による適職選択支援
職業能力開発・向上の情報なども含めた青少年雇用情報の提供の一層の促進
ユースエール認定制度の活用の促進、学生や多様な産業への更なる周知・効果的なアプローチ

○ 特に入職後早期を念頭に、キャリアコンサルティングを通じ、若者が「キャリア自律」によって長期的・安定的に職業人
生をより豊かにし、その持てる能力を社会において有効に発揮できるように支援

○ コロナ禍などを契機に新たな就職氷河期世代を生み出さぬよう、若年者雇用の安定化に向けた支援
○ 「新規学卒者の定着支援」「キャリア自律に向けた支援」「若年者雇用の安定化に向けた支援」を３つの支援の柱
として位置付け、各般の施策を実施

今後の若年者雇用施策の在り方

・ 労働者の主体的選択をしやすくするための、外部労働市場の整備と継続的なキャリア形成支援
・ 今後の日本型雇用管理の変容も視野に入れた、個人のキャリア形成支援と企業の新たな雇用管理の構築
支援
・ 産業構造等の変化に対応した産業間の円滑な労働移動の支援やデジタル技術を利活用できる人材の育成

【推進すべき課題】

※なお、ウィズ・ポストコロナ時代を見据え、「新たな日常」の下で、今後の若者の働き方、キャリア形成、雇用機会がどのように
変化するかを引き続き注視する必要。

若年者雇用を巡る現状と課題
○ AI等の技術革新の急速な進展に伴うデジタルトランスフォーメーションの加速化による、高度な専門性・技能を有する人
材へのニーズの高まりや、事務職・単純作業中心の職種における人材の過剰感の高まり

○ 人生100年時代の到来による職業人生の長期化や働き方の多様化の進展を受けた、日本型雇用管理の変容への
動き

○ テレワークの更なる普及による、時間・場所にとらわれない柔軟な働き方による子育て・介護・治療等との両立の進展や、
首都圏から地方圏への労働者の移動・企業移転の動きの加速化の可能性
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